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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

まえがき 

この規格は，産業標準化法に基づき，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本

産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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フレキシブル導波管接続部かん合標準 

Interfaces for flexible waveguides 

 

1 適用範囲 

この規格は，通信機器，電子機器及び類似の機器において 50 GHz～110 GHz のミリ波電波を伝送するた

めのフレキシブル導波管の接続に用いるかん合構造の寸法，電気的特性及び機械的特性について規定する。

なお，この規格の要求事項を満たす場合は，誘電体導波路，従来の中空金属導波管などのフレキシブル導

波管以外の導波管にも適用可能である。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS B 7184 測定投影機 

JIS B 7502 マイクロメータ 

JIS B 7507 製品の幾何特性仕様（GPS）－寸法測定機－ノギス 

JIS C 5401-1 電子機器用コネクタ－製品要求事項－第 1 部：品目別通則 

JIS C 5402-1-2 電子機器用コネクタ－試験及び測定－第 1-2 部：一般試験－試験 1b：寸法及び質量 

JIS C 5402-13-2 電子機器用コネクタ－試験及び測定－第 13-2 部：機械的動作試験－試験 13b：挿入

力及び引抜力 

JIS Z 8401 数値の丸め方 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS C 5401-1 による。 

3.1 導波管及び導波路に関する用語 

3.1.1 

導波線路（waveguide） 

電磁波を内部に伝送する構造体，導波管及び導波路を含む伝送路 

3.1.2 

フレキシブル導波管（flexible waveguide） 

可とう（撓）性の金属筒で囲む構造の電磁波の導波線路（3.1.1） 

注釈 1 金属筒の形状を安定させるために，金属筒の内部に可とう（撓）性の誘電体をもつ。 


